
かわさき水ビジネスネットワーク 2013 年度総会 摘録 

 

１ 開会 

（司会）：総会開会の宣言 

 

２ 小泉会長（首都大学東京 都市環境学部 特任教授）挨拶 

（小泉会長）：2013 年度総会開催にあたっての挨拶 

 

３ 阿部特別顧問（川崎市長）挨拶 

（阿部特別顧問）：2013 年度総会開催にあたっての挨拶 

 

４ 会員、協力団体紹介 

（司会）：設立以降に参加した会員と、出席した協力団体の紹介 

 

５ 議事 

小泉会長が以下の議事を進行した。 

（１）かわさき水ビジネスネットワーク活動報告と今後の活動について 

（事務局）：資料 2「かわさき水ビジネスネットワーク 活動報告と今後の活動について」

を用いて説明と報告を実施 

（幹 事）：以下、発言概要（発言者：JFE エンジニアリング株式会社 大下常務） 

・かわビズネットは設立から 1 年が経過し、2 年目の重要な年を迎える。 

・水ビジネスを進めていくためにも、実施可能性調査は重要である。 

・ここは踏ん張りどころであり、スピード感を持って粘り強く取り組みなが

ら成果に結び付けていきたい。 

・かわビズネットを通じ、多方面でいろいろなことに取り組んでいきたい。

また、他業種の方々や官公庁とも連携を進めていきたい。 

 

質問・意見なし。出席者の拍手による採決を行い、かわビズネットの活動を原案の

とおり進めることを決定 

 

（２）その他 

（小泉会長）：以下、発言概要。 

・対象国・地域において、かわビズネットの取組を進めていく中で、都市

全体の様々な課題に協力していくことについても、川崎市として取り組

んでほしい。 

質問・意見なし 
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議事の終了 

 

６ 講演「国土交通省下水道部の水ビジネス支援について」 

（国土交通省 水管理・国土保全局 下水道部 流域管理官 加藤 裕之） 

（加藤管理官）：資料 3「国土交通省下水道部の水ビジネス支援について」を用いて説明 

 

７ 水ビジネスの事例紹介 －会員プレゼンテーション－ 

（１）日本原料株式会社「移動式浄水装置の納入事例 ラオス人民民主共和国 災害時用

緊急対策」（海外事業部副部長 青島 幸紀） 

（青島副部長）：資料 4「移動式浄水装置の納入事例 ラオス人民民主共和国 災害時用

緊急対策」を用いて説明。 

 

（２）日本ベーシック株式会社「生命を守るために水の安全に挑戦するＢＯＰビジネス」 

（代表取締役社長 勝浦 雄一） 

（勝浦社長）：資料 5「生命を守るために水の安全に挑戦するＢＯＰビジネス」を用いて

説明 

 

８ 閉会 

（飛彈川崎市上下水道事業管理者）：閉会の挨拶 

 



 

１ 「ラオス－日本水道セミナー」 

   目 的   厚生労働省では、日本の水道界がアジア各国の水道の発展に貢献する

ことを目的として、日本の水道産業の海外発展を支援するために、水道産

業国際展開推進事業を実施しており、その一環として開催するもの。 

   期 間   平成２５年１１月１２日（火）・１３日（水） 

   場 所   ラオス国ビエンチャン特別市 

   出席者  （日本側）厚生労働省、在ラオス日本大使館、日本水道協会、さいたま

市、埼玉県、川崎市、日本企業 

        （ラオス側）公共事業運輸省、ビエンチャン首都水道公社その他ラオス

１７都県の水道事業関係者 

 

２ 「ラオス国水道公社事業管理能力向上プロジェクト」第１回国際セミナー  

   目 的   ＪＩＣＡ「ラオス国水道公社事業管理能力向上プロジェクト」では現

在 3 か所のパイロット水道公社（ビエンチャン、ルアンプラバン県、カム

アン県）において中長期計画の策定等について技術指導を実施している。

このパイロット水道公社の成果を２０１７年度までにラオス全１７都県の

水道公社に展開することが目標である。 

この目標を達成するため、年に１回、全１７都県の水道公社・公共事業

運輸局を対象に、このプロジェクトの進捗状況の報告や今後の展開を促す

ことを目的として開催するもの。今年度のテーマは、「いつでも、どこでも

飲める水道への挑戦」。 

   期 間   平成２５年１１月１４日（木）・１５日（金） 

   場 所   ラオス国ルアンプラバン県 

   出席者   （日本側）厚生労働省、ＪＩＣＡラオス事務所、さいたま市、埼玉県、

川崎市、日本企業 

         （ラオス側）公共事業運輸省、ビエンチャン首都水道公社、ルアンパ

バン県水道公社、カムアン県水道公社その他ラオス各県の

水道公社 等 
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ＪＩＣＡ「ラオス国水道公社事業管理能力向上プロジェクト」 

第１回国際セミナー 

－いつでも、どこでも飲める水道への挑戦－ 
 
日程表 (2013 年 10 月 1 日現在) 
 
＜2013 年 11 月 14 日（木）＞ 

時間 内容 
 

08:00-08:30 
 

 
受付 

08:30-08:40 
 

 

 
08:45-09:10 

 

 

 

 

 

 
09:15-09:45 

 

 

 
09:45-10:15 

 
 

10:15-11:15 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

11:20-11:50 

開会挨拶 

－ ラオス国水道公社事業管理能力向上プロジェクト プロジェクト部長

－ ＪＩＣＡラオス事務所代表 
 
来賓祝辞 

－ ラオス・ルアンプラバン県代表 
－ 日本・厚生労働省代表 
－ 日本・埼玉県代表 
－ 日本・さいたま市代表 
－ 日本・川崎市代表 
 
基調講演 

－ 日本における水道の方針（新水道ビジョン） 
伊藤雅喜国立保健医療科学院生活環境研究部 上席主任研究員 
 

コーヒーブレーク 
－ラオス国水道公社事業管理能力向上プロジェクトのパネル展示－ 
 
基調講演（続き） 

－ ベトナム・フエ水道公社の水安全計画に対する横浜市水道局の１０年

間のサポート 
和田善晴 横浜ウォーターテクニカルマネージャー 

 
－水安全計画に向けたフエ水道公社の取組 

Tran Thi Minh Tam フエ水道公社 Huong Dien 営業所所長（前水質管

理室室長） 
 
ラオス国水道公社事業管理能力向上プロジェクト プレゼンテーション 

1. さいたまの挑戦 
 

 
12:00-13:30 

 

 
昼食 



 
13:30-15:30 

 

 

 

 

 

 
15:00-15:30 

 

 
15:30-16:30 

 

 

 

 
16:30-17:00 
 

 
17:00-17:15 

 

 
ラオス国水道公社事業管理能力向上プロジェクト プレゼンテーション 

（続き） 
2. ラオス国水道公社事業管理能力向上プロジェクトの概要／ラオス政府

公共事業運輸省住宅都市計画局の挑戦 
3. ラオス政府公共事業運輸省水道規制室の挑戦 
4. ビエンチャン首都水道公社の挑戦 (Output 3) 

 
コーヒーブレーク 
－ラオス国水道公社事業管理能力向上プロジェクトのパネル展示－ 
 

ラオス国水道公社事業管理能力向上プロジェクト プレゼンテーション 

（続き） 
5. ルアンプラバン県水道公社の挑戦 (Output 2) 
6. カムアン県水道公社の挑戦 (Output 1) 

 

オープン・ディスカッション 

－主なテーマ：飲用可能な水道、水安全計画 
 

閉会挨拶 

－ラオス国水道公社事業管理能力向上プロジェクト プロジェクト部長 
 

17:30-20:00 
 

 
意見交換会 

 



ベトナム官民共同ニーズ調査 スケジュール案 

 
１日目 

１０：００ 成田空港 発 ＶＮ３１１便 

１４：３０ ハノイ・ノイバイ空港 着  

１６：００ ＪＩＣＡ事務所訪問 

ハノイ（泊） 

 

２日目 

午   前 かわビズネット会員企業等訪問（ハノイ市内） 

午   後 ハノイ・ノイバイ空港 発（所要１時間１５分） 

ダナン空港 着 

ダナン市人民政府表敬訪問 

ダナン（泊） 

 

３日目 

午   前 ダナン市水関係部局・水道公社訪問 

ダナン市水関係施設等視察 

午   後 ダナン空港 発 （所要１時間１５分） 

ホーチミン・タンソンニャット空港 着 

ホーチミン市内 （高速船：所要１時間半程度） 

ブンタウ 着 

ブンタウ（泊） 

 

４日目 

午   前 バリアブンタウ省政府表敬訪問 

バリアブンタウ省関係部局訪問 

午   後 水関係企業訪問 

関係施設視察 

ブンタウ（泊） 

 

５日目 

午   前 ブンタウ 発 （高速船：所要１時間半程度） 

ホーチミン 着 

午   後 ＪＩＣＡベトナム 南部連絡所訪問又はかわビズネット会員企業訪問 

２３：５５ ホーチミン・タンソンニャット空港 発 （ＶＮ３３０６便） 

機内泊 

 

６日目 

０７：２０ 成田空港 着 
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バリアブンタウ省について 

 

・ ベトナム南部のホーチミン市郊外に位置する総人口約１

００万人の省で、省政府のあるバリア市とリゾート地の

ブンタウ市から構成されている。 

・ 海上で石油を産出するほか、仏領時代から別荘地として

栄え、観光収入が豊富なことから、住民１人当りＧＤＰ

は国内平均（1,374 ドル）を大きく超える約 5,800 ドルで、

63 ある中央直轄市・省の第１位。 

・ ＡＳＥＡＮ自由貿易協定（ＡＦＴＡ）に基づく２０１５

年のＡＳＥＡＮ域内関税撤廃※1に向けて、政府がハイフ

ォン（北部）と共にバリア･ブンタウ（南部）を裾野産

業育成の重点地域に指定 

・ 国の重点指定を受けたことも踏まえ、めっき産業を始め

とする裾野産業を育成するための工業団地造成など環

境整備に積極的に取り組みつつある。 

・ ＮＰＯアジア起業家村推進機構は経済産業省・中小企業

海外展開支援事業（ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業）

の採択を受けて以降、同省との関係を深めている。 

・ 川崎市は、こうした川崎市内の民間企業の展開を支援す

るため、２０１２年９月にバリアブンタウ省との間で経

済交流の覚書を締結。同時に川崎商工会議所と同省との

間でも覚書を締結 

 

川崎市とバリアブンタウ省との交流経緯 

平成23年

3 月 10 日 

省人民委員会首席を団長とするバリアブンタウ省代表団が来訪し、川崎商工会議所と

ビジネス交流会を開催。国際経済・アジア起業家支援室長が本市概要を説明。大川町

工業団地を視察 

平成23年 

10月24日 

人民委員会副委員長（副知事）を団長とするバリアブンタウ省代表団が三浦副市長を

表敬訪問。港湾局船舶に乗船したほか、浅野町工業団地を視察 

平成23年 

10月25日 

川崎にてバリアブンタウ省投資セミナーを開催 

（バリアブンタウ省・NPO アジア起業家村推進機構・ジェトロ横浜主催、本市後援） 

平成23年 

11 月中旬 

バリアブンタウ省視察ミッション団に産業政策部長兼国際経済推進室長が参加。 

（NPO アジア起業家村推進機構主催） 

平成24年 

2 月中旬 

ベトナム視察団に国際経済推進室担当係長が参加し、バリアブンタウ省を訪問。 

（アジア起業家村入居企業ＣＯＰＲＯＮＡ㈱が企画） 

平成24年 

4 月 10 日 

党委員会書記長を団長とするバリアブンタウ省代表団が齋藤副市長を表敬訪問。大川

町工業団地、東扇島、川崎港コンテナターミナルを視察 

平成24年

9 月 14 日 

バリアブンタウ省視察団が本市を訪問。覚書締結、投資セミナー開催 

平成25年

８月 

バリアブンタウ省で開催された日越交流４０周年記念行事に本市から経済労働局長が

参加 

 

                                                   
※1 2010 年 1月 1日、ASEAN6 カ国（ブルネイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ）でほぼ全

品目の関税が撤廃された。ASEAN 新メンバー4カ国（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム）では 2015 年 1月

1日に原則としてすべての品目の関税が撤廃される。 
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